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生活福祉資金貸付制度の改正が意味するもの
―― 2009 年 10 月改正を中心に――
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そこで，本稿では多重債務問題改善プログラムを受けて 2009 年 10 月に改正された生活福祉
資金貸付制度 (以下，制度と称する) について，はじめに改正のポイントを述べ，次に，①
A 社会福祉協議会から委託を受けている市町村社会福祉協議会生活福祉資金貸付担当職員へ











2008年度末の貸付状況は，貸付原資額 2,065 億円の内，貸付中金額は 967 億円に過ぎず，貸付
可能額は 1,098 億円残余しており，原資が十分に活用されていない状況にあった(3)。

































(2010 年 12 月 12日開催) より作成
図 1 生活福祉資金貸付金額の推移












































問 3 相談を受けた経路について (複数回答)
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問 7 困ったことの内容について ※困ったことがある回答のみの内，複数回答






























































































































次に，2011 年 3 月に実施したA社協から生活福祉資金貸付事業の委託を受けているA県内






































































































































・A 社協における総合支援資金貸付件数は 2010 年 10 月から 2011 年 3 月までの 6 か月間で
3812 件，貸付金額は 28 億 9531万 5832円である。
・制度が改正された 2010 年 10 月から総合支援資金を 12ヶ月間借り受けた人は 2011 年 4月か








































――生活福祉資金貸付制度 2009 年 10 月改正の意味するものと残された課題








































































( 2 ) 金融庁ホームページ多重債務問題改善プログラム 平成 19 年 4月 20日
http : //www.fsa.go.jp/policy/kashikin/symp200706/07.pdfより引用
( 3 ) セーフティネット貸付実現全国会議主催『セーフティネット貸付の実現に向けて 広島集会』配
布資料 19 頁「生活福祉資金貸付事業の実施状況」厚生労働省社会・援護局地域福祉課提出
2009 年 2 月 28 日
( 4 )「生活福祉資金 (総合支援資金) 貸付制度の運営について」厚生労働省社会・援護局発第 0728号
各都道府県知事・各指定都市市長宛 平成 21 年 7月 28 日
( 5 ) (4) に同じ
( 6 ) 正式名は日本司法支援センターで，総合法律支援法第 30条第 1項 2 号に基づき，民事法律扶助業
務を受託している。無料で法律相談を行い (「法律相談援助」)，弁護士・司法書士の費用の立替え
を行っている
( 7 ) 相談員配置にかかる緊急雇用創出臨時特例交付金は 2010 年度から交付され，2011 年度末まで延長
された
( 8 ) 筆者が 2008年に行った生活福祉資金生業費資金調査によると，貸付審査項目とその評価結果を申
請者に文書で通知する社会福祉協議会も存在した
( 9 ) (4) に同じ
(10) 『平成 22 年版厚生労働白書」によると，2010 年度速報値で生活保護率は 14.7%/%である。一方，




(11) 筆者が 2000 年に行った貸付相談者調査結果によると，相談者世帯の 3分の 1が生活保護基準以下
の収入であった。
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